
特定家畜伝染病セーフティネット事業費補助金交付要綱 

 

                                  平成２４年３月１８日第２０１１００１７８６０２号 

                        最終改正 令和５年４月２０日第２０２３０００２３９８４号 

                                  鳥取県農林水産部長通知 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」

という。）第４条の規定に基づき、特定家畜伝染病セーフティネット事業費補助金（以下「本

補助金」という。）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（定義） 

第２条 特定家畜伝染病とは、家畜伝染病予防法（昭和２６年５月１６日法律第１６６号、（以

下「法」という。））第２条のうち、牛疫、牛肺疫、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ、低

病原性鳥インフルエンザ、豚コレラ、アフリカ豚コレラをいう。 

２ 家畜とは、牛、めん羊、山羊、豚、水牛、鹿、いのしし、鶏、あひる、うずら、きじ、だ

ちょう、ほろほろ鳥又は七面鳥をいう。 

３ 家きんとは、鶏、あひる、うずら、きじ、だちょう、ほろほろ鳥又は七面鳥をいう。 

４ 特定移動制限等とは、法第３２条の規定による移動の禁止又は制限、法第３３条の規定に

よる催物の開催又は事業の停止若しくは制限又は法第３４条の規定による放牧、種付、と畜

場以外の場所におけると殺又はふ卵の停止若しくは制限をいう。 

５ 特定移動制限等の期間とは、特定移動制限等の開始の日からその解除の日又はその例外（法

第３条の２第１項に規定する特定家畜伝染病防疫指針に定めるものをいう。）が認められた

日までの期間をいう。 

６ 対象家畜とは、特定移動制限等の期間において飼養される家畜（当該特定移動制限等に従

わなかった者が飼養するものを除く。）をいう。 

７ 物品とは、生乳、家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第４条第１項に規定する

家畜人工授精用精液、同法第１１条の２第５項に規定する家畜受精卵及び卵（ふ卵中の家き

んの卵を除く。）をいう。 

８ 対象物品とは、対象家畜が生産した物品をいう。 

９ 出荷とは、他の農場への出荷、競馬への出走、家畜市場、家畜共進会等家畜を集合させる

催物への出荷、と畜場その他のと殺を行う場所への出荷、放牧地への放牧及びふ卵場への出

荷をいう。 

10 出荷先とは、他の農場、競馬、家畜市場、家畜共進会等家畜を集合させる催物の開催場所、

と畜場その他のと殺を行う場所、放牧地及びふ卵場をいう。 

11 予定出荷先とは、特定移動制限等の期間前に対象家畜又は対象物品の出荷が予定されてい

た出荷先をいう。 

12 他の出荷先とは、予定出荷先以外の出荷先をいう。 

 

（交付目的） 

第３条 本補助金は、特定家畜伝染病（以下「本病」という。）の発生により、特定移動制限等

の影響を受ける県内の家畜、その死体又は物品の所有者（以下「所有者」という。）に対して、

本病のまん延防止及び経営の維持を図ることを目的として交付する。 

 

（補助金の交付） 

第４条 県は、前条の目的に資するため、本病発生により、別表の第１欄に掲げる区分に従い、



別表の第２欄に掲げる項目が生じた所有者に対して、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、別表の第４欄に掲げる算定基準（「家畜伝染病予防法第６０条第２項の規

定による助成措置の対象となる額の算定基準について」（平成２３年７月１日付２３消安第

１９２５号農林水産省消費・安全局長通知）及び農林水産部長が別に定める方法に基づく）

により算出した経費の合計（以下「補助対象経費」という。）の額（仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をい

う。以下同じ。）を除く。）に別表第６欄に定める率（以下「補助率」という。）を乗じて得た

額以下とする。 

 

（交付申請及び実績報告の時期等） 

第５条 本補助金の交付申請は、規則第１７条第１項の規定による報告（以下「実績報告」と

いう。）と併せて、東部農林事務所長、東部農林事務所八頭事務所長、中部並びに西部総合事

務所長及び西部総合事務所日野振興センター所長（以下「総合事務所長等」という。）が別に

定める日までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類並びに規則第１７条

第１項の実績報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号

によるものとし、別表の第５欄に掲げる書類を添付するものとする。 

３ 本補助金の交付を受けようとする者（以下「補助事業者」という。）は、交付申請にあたり、

仕入控除税額が明らかでないときは、前条第２項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む

補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）の範囲

内で申請することができる。 

４ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実

績報告控除税額」という。）が交付決定額に掛かる仕入控除税額を越える場合は、補助対象経

費の額からその越える額を控除して報告しなければならない。 

５ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その

額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決

定控除税額）を越えるときは、様式第３号により、速やかに知事に報告し、知事の返還命令

を受けて、その越える額に対応する額を県に返還しなければならない。 

 

（交付決定及び額の確定） 

第６条 本補助金の交付決定は、規則第１８条第１項の規定による交付額の確定と併せて、原

則として、交付申請を受けた日から２０日以内に行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知及び額の確定通知は、様式第３号によるものとする。 

３ 知事は前条第３項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、

仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定及び額の確定をすることができる。 

 

（提出書類の部数等） 

第７条 規則及びこの要綱の規定により総合事務所長等に提出する書類は１部とする。 

 

（雑則） 

第８条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、農林

水産部長が別に定める。 

 

附 則 



この要綱は、平成２４年４月１日から施行し、平成２４年度事業から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年６月２６日から施行し、平成２９年度事業から適用する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年３月２６日から施行し、平成３１年度事業から適用する。 

附 則 

この改正は、令和５年４月２０日から施行する。



別表（第３条、４条関係） 

１ 

区分（対

象物） 

２ 

項目（対象内容） 

３ 

対象範囲 

４ 

算定基準 

５ 

提出書類 

６ 

補助率 

(1) 

家畜 

ア 家畜の売上げ減少

額（家きんの素ひな及

びふ卵中の家きんの卵

を除く。） 

（ア）他の出荷先に出荷された場合（特定

移動制限等により出荷予定日に予定出

荷先に出荷することができなくなった

ため、他の出荷先に出荷された場合をい

う。以下同じ。） 

及び 

（イ）出荷遅延の場合（特定移動制限等に

より出荷予定日に予定出荷先に出荷す

ることができなくなり、かつ、やむを得

ない事情により他の出荷先にも出荷す

ることができなかったため、特定移動制

限等の期間後に予定出荷先に出荷され

た場合をいう。以下同じ。） 

同一種類の家畜の平均価格から対象家畜の平均取引価

格を減じて得た額に対象家畜の頭羽数を乗じて得た額 

なお、同一種類の家畜の平均価格とはその取引形態に

応じ次のa～cのいずれかのものをいう。 

a 特定移動制限等の期間前における同一の種類の家

畜の枝肉の１㎏当たりの市場価格の加重平均額に対

象家畜の出荷予定日における推定平均枝肉重量を乗

じて得た額 

b 特定移動制限等の期間前における同一の種類の家

畜の１頭当たりの市場価格の平均額 

c 同一の種類の家畜の過去の平均販売価格 

各取引日の市場価格、過去の取引価格、取引数量、及び

対象家畜の取引価格及び数量がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の家畜については、次の

(a)(b)の書類を追加する。但し(b)については出荷遅

延の場合に限る。 

(a)対象家畜を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象家畜を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

定額 

（ウ）やむを得ず処分された場合（特定移

動制限等により出荷予定日以後に予定

出荷先に出荷することができなくなり、

かつ、やむを得ない事情により他の出荷

先にも出荷することができなかったこ

とにより、販売又は飼養の継続が困難と

なったため、やむを得ず処分された場合

をいう。以下同じ。） 

同一の種類の家畜の平均価格に対象家畜の頭羽数を乗

じて得た額 

なお、同一種類の家畜の平均価格とはその取引形態に

応じ次のa～dのいずれかのものをいう。 

a 特定移動制限等の期間前における同一の種類の家

畜の枝肉の１㎏当たりの市場価格の加重平均額に対

象家畜の出荷予定日における推定平均枝肉重量を乗

じて得た額 

b 特定移動制限等の期間前における同一の種類の家

畜の１頭当たりの市場価格の平均額 

c 同一の種類の家畜の過去の平均販売価格 

d 処分される直前における対象家畜の評価額 

・各取引日の市場価格、過去の取引価格、取引数量、対

象家畜の処分された数量及び対象家畜の評価額の積

算根拠がわかるもの 

・対象家畜の処分がやむを得なかったことを証する書

類 

・対象家畜が処分されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の家畜については、次の

(a)(b)の書類を追加する 

(a)対象家畜を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象家畜を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

イ 家きんの素ひな及

びふ卵中の家きんの卵

の売上げ減少額 

（ア）他の出荷先に出荷された場合 

及び 

（イ）出荷遅延の場合 

・同一の種類の家きんの素ひなの過去の平均販売価格

から対象家畜の素ひなの平均取引価格を減じて得た

額に対象家畜の素ひなの羽数を乗じて得た額 

・ふ卵中の同一の種類の家きんの卵の過去の平均販売

価格からふ卵中の対象家畜の卵の平均取引価格を減

じて得た額にふ卵中の対象家畜の卵の個数を乗じて

得た額 

過去の取引価格、取引数量、対象家きんの素ひな及び

ふ卵中の家きんの卵の取引価格及び数量がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の家きんの素ひな及びふ卵

中の家きんの卵については、次の(a)(b)の書類を追

加する。但し(b)については出荷遅延の場合に限る。 

(a)対象家きんの素ひな及びふ卵中の家きんの卵を予

定出荷先に出荷することが予定されていたことを証

する書類 

(b)対象家きんの素ひな 及びふ卵中の家きんの卵を他

の出荷先にも出荷することができなかったことがや

むを得ない事情によるものであったことを証する書



類 

（ウ）やむを得ず処分された場合 ・同一の種類の家きんの素ひなの過去の平均販売価格

に 対象家畜の素ひなの羽数を乗じて得た額 

・ふ卵中の同一の種類の家きんの卵の過去の平均販売

価格にふ卵中の対象家畜の卵の個数を乗じて得た額 

・過去の取引価格、取引数量、対象家きんの素ひな及

びふ卵中の家きんの卵の処分された数量がわかるも

の 

・対象家きんの素ひな及びふ卵中の家きんの卵の処分

がやむを得なかったことを証する書類 

・対象家きんの素ひな及びふ卵中の家きんの卵が処分

されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の家きんの素ひな及びふ卵

中の家きんの卵については、次の(a)(b)の書類を追

加する 

(a)対象家きんの素ひな及びふ卵中の家きんの卵を予

定出荷先に出荷することが予定されていたことを証

する書類 

(b)対象家きんの素ひな及びふ卵中の家きんの卵を他

の出荷先にも出荷することができなかったことがや

むを得ない事情によるものであったことを証する書

類 

ウ 飼料費の増加額 （ア）他の出荷先に出荷された場合 

及び 

（イ）出荷遅延の場合 

・対象家畜の１日１頭羽当たりの給与飼料単価に対象

家畜の頭羽数及び出荷遅延延べ日数を乗じて得た額 

・ただし、家畜、家きんの素ひな及びふ卵中の家きん

の卵の売上げの減少額（やむ得ず処分された場合を

除く）において同一の種類の家畜、家きんの素ひな

及びふ卵中の家きんの卵の平均価格が対象家畜の平

均取引価格を下回る場合は、その差額を上記の額か

ら減ずる。 

・飼料の取引金額及び対象家畜の頭羽数がわかるもの 

・通常の出荷予定日及び対象家畜の出荷日（出荷遅延

延べ日数）がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の家畜については、次の

(a)(b)の書類を追加する。但し(b)については出荷遅

延の場合に限る。 

(a)対象家畜を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象家畜を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

（ウ）やむを得ず処分された場合 ・対象家畜の１日１頭羽当たりの給与飼料単価に対象

家畜の頭羽数及び対象家畜の出荷予定日から処分さ

れた日までの期間の延べ日数を乗じて得た額 

・ただし、家畜、家きんの素ひな及びふ卵中の家きん

の卵の売上げの減少額（やむ得ず処分された場合を

除く）において同一の種類の家畜、家きんの素ひな

及びふ卵中の家きんの卵の平均価格が対象家畜の平

均取引価格を下回る場合は、その差額を上記の額か

ら減ずる。 

・飼料の取引金額及び対象家畜の頭羽数がわかるもの 

・通常の出荷予定日及び対象家畜の出荷日（出荷遅延

延べ日数）がわかるもの 

・対象家畜の処分がやむを得なかったことを証する書

類 

・対象家畜が処分されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の家畜については、次の

(a)(b)の書類を追加する 

(a)対象家畜を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象家畜を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった



ことを証する書類 

エ 輸送費の増加額 他の出荷先に出荷された場合 対象家畜の他の出荷先までの輸送費の実費額から同一

種類の家畜の予定出荷先までの輸送に通常要する額を

減じて得た額 

・対象家畜を予定出荷先に出荷することが予定されて

いたことがわかるもの 

・輸送した対象家畜の頭羽数、金額等の取引内容がわ

かるもの 

・過去の輸送実績がわかるもの 

（２）家

畜の死体 

ア 輸送費、焼却費、埋

却費及び化製費の実費 

やむを得ず処分された場合 ・焼却等施設までの輸送費の実費 

・焼却費、埋却費又は化製費の実費 

・輸送した対象家畜の死体の頭羽数、金額等の取引内

容がわかるもの 

・対象家畜の死体が処分されたことを証する書類（対

象家畜の死体を焼却、埋却又は化製処理した頭羽数、

金額等の取引内容がわかるもの) 

・対象家畜の死体の処分がやむを得なかったことを証

する書類 

イ 輸送費及び化製費

の増加額 

他の化製場において化製された場合（やむ

を得ず処分された場合を除く） 

・対象家畜の死体の他の化製場までの輸送費の実費か

ら同一の種類の家畜の死体の通常化製場までの輸送

に通常要する額を減じて得た額 

・対象家畜の死体の他の化製場における化製費の実費

から同一の種類の家畜の死体の通常化製場における

化製に通常要する額を減じて得た額 

・輸送及び化製した対象家畜の頭羽数、金額等の取引

内容がわかるもの 

・過去の輸送及び化製実績がわかるもの 

（３）物

品 

ア 物品の売上げ減少

額 

（ア）他の出荷先に出荷された場合 

及び 

（イ）出荷遅延の場合 

同一種類の物品の過去の平均販売価格から対象物品の

平均取引価格を減じて得た額に対象物品の数量を乗じ

て得た額 

各取引日の平均価格、過去の取引価格、取引数量及び

対象物品の取引価格、数量がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する。但し(b)については出荷遅

延の場合に限る。 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

（ウ）やむを得ず処分された場合 

 

同一種類の物品の過去の平均販売価格に対象物品の数

量を乗じて得た額 

 

・各取引日の市場価格、過去の取引価格、取引数量、及

び対象物品の処分された数量がわかるもの 

・対象物品の処分がやむを得なかったことを証する書

類 

・対象物品が処分されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 



イ 輸送費の増加額 （ア）他の出荷先に出荷された場合 

及び 

（イ）出荷遅延の場合 

・対象物品の他の出荷先までの輸送費の実費額から同

一種類の物品の予定出荷先までの輸送に通常要する

額を減じて得た額 

・対象物品の予定出荷先までの輸送費の実費額から 

同一の種類の物品の予定出荷先までの輸送に通常要

する額を減じて得た額 

・輸送した対象物品の数量 

・金額等の取引内容がわかるもの 

・過去の輸送実績がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する。但し(b)については出荷遅

延の場合に限る。 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

ウ 輸送費の実費 やむを得ず処分された場合 焼却等施設までの輸送費の実費 ・輸送した対象物品の数量 

・金額等の取引内容がわかるもの 

・対象物品の処分がやむを得なかったことを証する書

類 

・対象物品が処分されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

エ 保管費及び荷役費

の実費 

（ア）他の出荷先に出荷された場合 

及び 

（イ）出荷遅延の場合 

対象物品の保管費、荷役費の実費 保管又は荷役を行った対象物品の数量、金額及び日数

がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する。但し(b)については出荷遅

延の場合に限る。 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

（ウ）やむを得ず処分された場合 対象物品の保管費、荷役費の実費 保管又は荷役を行った対象物品の数量、金額及び日数

がわかるもの 

・対象物品の処分がやむを得なかったことを証する書

類 

・対象物品が処分されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され



ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

オ 焼却費、埋却費又

は化製費の実費 

やむを得ず処分された場合 対象物品の焼却費、埋却費又は化製費の実費 焼却、埋却又は化製を行った対象物品の数量、金額が

わかるもの 

・対象物品の処分がやむを得なかったことを証する書

類 

・対象物品が処分されたことを証する書類 

※特定移動制限等の区域外の物品については、次の

(a)(b)の書類を追加する 

(a)対象物品を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

（４）採

卵鶏の廃

鶏 

売上げの減少額 廃鶏出荷遅延の場合（特定移動制限等によ

り出荷予定日に出荷することができなく

なり、特定移動制限等の期間後に出荷され

たが、廃鶏の飼育期間延長により卵の生産

量が減少した場合をいう。） 

廃用予定の家きんが生産する卵について、移動制限前

に予定していた廃用出荷日（以下、「廃用予定日」とい

う。）の産卵率等をもとに算定された出荷数量に、実際

に廃用するまでの期間を乗じて得た数量から、実際に

廃用するまでに出荷された数量を差し引いて算定した

数量に、廃用予定日における大阪市場平均価格を乗じ

て算定するものとする。 

この算定方法による場合、第１欄「（１）家きん」の区

分のうち第２欄「ウ 飼料費の増加額」の項目は、補助

対象外とする。 

廃用出荷予定日の産卵率及び商品化率、市場価格等、

実際の生産量、販売量、処分数量、廃用するまでの期間

等がわかるもの 

※特定移動制限等の区域外の採卵鶏の廃鶏について

は、次の書類を追加する 

(a)対象家畜を予定出荷先に出荷することが予定され

ていたことを証する書類 

(b)対象物品を他の出荷先にも出荷することができな

かったことがやむを得ない事情によるものであった

ことを証する書類 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

特定家畜伝染病セーフティネット事業報告書 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業の内容 

（１）飼養者の住所氏名  

（２）家畜の種類  

（３）特定移動制限等の期間  

        

３ 事業費の内訳 

（１）経費の負担区分 

区分 

※１ 

補助対象経費 

（Ａ）＋（Ｂ） 

負担区分 
備考 

県費（Ａ） その他（Ｂ） 

     

計     

 

（２）事業実績内訳 

区分 

※１ 

項目 

※２ 

農場の所在地及

び名称 

金額 備考 

     

     

【記入上の注意】 

※１ 別表第１欄の区分から該当するものを記入する。 

※２ 別表第２欄の項目から該当するものを記入する。 

 

４ 事業完了年月日 

 

５ 消費税の取り扱い（一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・特定収入割合が５％を超

えている公益法人等・仕入れ控除税額が明らかでない一般課税事業者） 

  ※いずれかを○で囲んでください。 

 

６ その他 

（１）他の補助金の活用が有る場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い

合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）がわかる資料を添付すること。 

（２）補助対象経費については、別表により算出し、必要な書類を添付すること。 

 

  



様式第２号（第５条関係） 

 

  年  月  日 

 

 

 鳥取県知事 様 

 

 

住所 

申請者 氏名                 

(団体にあっては、名称及び代表者の氏名)  

 

 

○○年度鳥取県特定家畜伝染病セーフティネット事業仕入控除税額確定報告書 

 

   年  月  日  第  号により交付決定のあった鳥取県特定家畜伝染病セーフティネッ

ト事業費補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、次のとおり報告します。 

 

 

１ 交付された補助金等の額の確定額 

 

２ 消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

３ 補助金の額の確定までに減額した仕入控除税額 

 

４ 補助金返還額（２から３の額を差し引いた額） 

 

金   円 

 

金   円 

 

金   円 

 

金   円 

 

５ 添付資料 

（１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算方法や積算内訳等を記載した書類 

（２）課税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書（写し） 

（３）課税売上割合・控除対象仕入れ税額等の計算表（写し） 



様式第２号別紙（第５条関係） 

  

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の計算方法や積算の内訳等を記載した書類 

 

１ 法人名 

 

２ 法人住所 

 

３ 代表者職氏名 

 

４ 補助事業名 

 

５ 補助金額 

 

６ 当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

 

７ ６の計算方法や積算の内訳 

（１）補助対象経費（補助金の使途）の内訳 

区分 課税仕入れ 非課税仕

入れ 

合計 

 課税売上

対応分 

非課税売

上対応分 

共通対応

分 

経

費

の

内

訳 

       

       

       

       

（２）課税売上割合 ○○％ 

（３）補助金に係る仕入控除税額の計算方法 

  



様式第３号（第６条関係） 

 

番     号 

年  月  日 

 

      様 

 

鳥取県知事 ○○ ○○ 

 

鳥取県特定家畜伝染病セーフティネット事業費補助金交付決定通知及び額の確定通知書 

 

  年  月  日付  第  号の申請書（以下「申請書」という。）で申請のあった鳥取県特定

家畜伝染病セーフティネット事業費補助金（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金

等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、

下記のとおり交付することに決定し、併せて規則第１８条第１項の規定に基づき、交付額を確定し

たので、規則第８条第１項及び第１８条第１項の規定により通知します。 

 

記 

１ 補助事業 

  本補助金の補助事業の内容は、申請書記載のとおりとする。 

 

２ 交付決定額等 

  本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更

された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。 

 （１）算定基準額 金        円 

 （２）交付決定額 金        円 

 

３ 交付額の確定 

   本補助金の確定額は、交付決定額のとおりとする。 

 

４ 補助規程の遵守 

 本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等については、規則及び鳥取県特定家畜伝染病セー

フティネット事業費補助金交付要綱（平成２４年３月１８日付第２０１１００１７８６０２号鳥

取県農林水産部長通知）要綱の規定に従わなければならない。 

 


